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歴史から見たラテンアメリカのかたちーその 5 

―国のかたちができた 19 世紀― 
 

渡邉利夫† 

 
【要旨】 この論稿において、独立後のラテンアメリカの国家形成期について、まず 19世
紀前半を世界政治、就中大西洋の海上権を握りヘゲモニー国家であったイギリスの外交政
策の文脈の中で説明する。次いで主要国のアルゼンチン、ペルー、メキシコを取り上げて専
横的なカウディリョ政治が続いたことを述べる。またブラジルの帝政を語る。この世紀に国
境を巡って「米墨戦争」、「三国同盟戦争」、「太平洋戦争」が起こったことに言及する。19世
紀後半は帝国主義の時代にあったにもかかわらず、ヨーロッパ諸国がラテアメリカを植民
地化することなく、市場、食料・資源の供給地にしようとしたことや、経済関係の比重がヨ
ーロッパから次第に米国に移していく様を語る。最後に輸出で生きることを選択したばか
りに、経済がモノカルチャー化し、政治が寡頭(オリガルキア)支配になったことを紹介する。 
 
キーワード : 自由貿易帝国主義、カウディリョ政治、ブラジルの帝政、帝国主義、オリガ
ルキア政治。 
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はじめに 

 

イスパノアメリカ諸国にとって 19 世紀
は国家形成期である。独立運動の中心とな
って動いたクリオーリョ達は建国にあたっ
ていくつかの問題に直面した。それは立憲
君主制にするか共和政にするか、中央集権
的な国家にするか地方分権的な連邦にする
か、また大土地所有制などの封建的な経済
体制の問題をどうするか、産業の育成と財
政の確保、さらにヨーロッパから入ってき
た新しい啓蒙思想である自由、平等、博愛、
国民主権、信教の自由・政教分離をどの程度
認めるかなどであった。 
スペイン領アメリカは植民地時代にカリ

ブ海でヨーロッパ諸国から侵入を受けたが、
大陸部については宗主国によって守られた
ことから、概して安泰であった。ところが独
立してスペインという防波堤を失うと、新
生国家は世界政治の荒波にもまれることに
なった。そこで 19 世紀以降の歴史を理解す
るためには、世界政治の中でイスパノアメ
リカというグローバル・ヒストリー1の視点
が重要になる。19 世紀前半の地域の国際関
係はヘゲモニー国家であるイギリスから見
るとわかりやすい。当時イギリスの対外政
策は地域によって異なり、ブラジルを含む
ラテンアメリカ地域については、自由主義
貿易圏と位置づけ、工業製品の市場、食料・
原材料の供給地にするというものであった。
産業革命で工業力を高めたイギリスは自由

 
1  「グローバル・ヒストリー」とは、最近登場してきた歴史の新しい語り口である。水島司は、その特
徴として、①歴史動向を巨視的かつ長期的に見ること、②扱うテーマが幅広く、また一国史に限定され
ず、より広域の諸関係の中で歴史の事例を位置付けること、③従来ないがしろにされてきた非ヨーロッパ
世界も重視していること、④異なる諸地域間の相互関連、相互の影響も重視すること、⑤従来の歴史学が
ほとんど扱ってこなかったテーマを扱っていることに特徴があると言っている(水島 2010 pp.1-4)。 

貿易を望んだ。重商主義思想は既に時代遅
れであった。この広大な地域を植民地にす
ることはコスト・ベネフィットの上からも
得策でなかった。19世紀後半になると世界
は帝国主義の時代に入る。それでもヨーロ
ッパ諸国は、アジア、アフリカ、中近東と異
なってラテンアメリカで植民地をつくらな
かった(但しカリブ海では島嶼国の植民地
を維持)。この地域が帝国主義の対象になる
のは、19 世紀末に米国が西半球でイギリス
を凌駕するようになってからである。 
他方で各国の国内状況に目を転ずれば、

スペインの植民地主義のくびきから逃れた
からといって、政治社会風土を一朝一夕に
して変えるのは容易ではなかった。そこで
19世紀は、個人の自由・平等、民主政、政
教分離を重視する自由主義思想と身分や社
会を尊重することを基本原理とする保守主
義思想の対立が続く (舛方・宮地  2023 
pp.53-54)。この相克が政治の底流にあった
ものの、生まれた政治形態はカウディリョ
政治であった。これはこの地域の文化土壌
の中から生まれたもので、1880 年代からは
オリガルキア(寡頭)支配の政治になった。
イスパノアメリカでは、教会は植民地時代
には王権の保護下におかれていたが、独立
後政府から独り立ちした。政府はヨーロッ
パの自由主義思想を取り入れ、教会とは一
定の距離を保った。この論稿ではこのよう
な基本認識で 19 世紀のイスパノアメリカ
の主要国のカウディリョ政治とオリガルキ
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ア支配の政治を説明する。ラテンアメリカ
では旧大陸のように民族や宗教が紛争の原
因にならなったが、国境線にまつわる戦争
が起きたのでそれについても触れる。 
 
1. 19 世紀の覇権国はイギリス 

 
19世紀のラテンアメリカの安全保障と経

済発展は世界の覇権国になり大西洋の海上
権を握っていたイギリスの態度如何によっ
て決まったところが大きい。そこでまずこ
の時代のイギリスとラテンアメリカの関係
についての話から始める。 

イギリスの産業革命 

17 世紀に自営農民・都市の職人がイギリ
スで始めた(大塚 1996 p.116)産業革命は
1769年にジェームズ・ワットが蒸気機関の
最初の特許をとった頃より本格化した。そ
れは産業資本家が動力と機械と賃金労働者
を使って輸入品を国産化、大量生産するも
のであった。インドから輸入していたキャ
ラコやモスリンなどの綿織物を国産化し、
毛織物に並ぶ重要な輸出産品に育てた。す
ると豊富な石炭に恵まれ鉄鋼業が発展し、
広く製造業の分野で技術革新が起こった。
幸いにもイギリスには熟練労働者がいた。
鉄道と蒸気船が開発され、1825 年にイギリ
スのストックトンとダーリントンの間で最
初に鉄道が敷かれた。1830 年代末から汽船
輸送とその後の通信の進歩により原材料供
給地と市場の確保が容易になり、貿易を活
発化させた。イギリスは「世界の工場」にな
りラテンアメリカは原材料の供給地、製品
の市場として一層重要になった。 

 

イギリスの覇権国家への道 

イギリスは 1805 年のトラファルガー岬
沖の海戦でフランス・スペイン連合艦隊に
勝利すると、大西洋の制海権を握った。そし
て 1815 年にナポレオン戦争に勝つと、海洋
と航路上の戦略的拠点に海軍を配備し、安
定した貴族的な立憲君主制の下で 1851 年
のロンドン万博博覧会までに大陸諸国に先
駆けて効率的に大量のカネを集め戦争へと
巧みに転用できる「財政=軍事国家」(君塚 
2022 p.201)を作った。それはイギリスが一
世紀の間ヘゲモニー国家になる道で、ヴィ
クトリア女王(治 1837-1901)期に繁栄を謳
歌した。 
安定した通商活動を発展させたいイギリ

スは、1807 年に奴隷貿易、1834年に英領西
インド諸島で奴隷制度を廃止した。また
1846年には穀物法(1815年制定されたイギ
リス農業を保護するために外国産の小麦に
課税する法)に続き、1849 年に航海条例
(1651 年にクロムウェルが制定したオラン
ダとの貿易戦争に勝利するために自国船を
使うことを強制した法)を撤廃した。そして
外国船がイギリス帝国のすべての港を自由
に利用することを認めた。イギリスは重商
主義を過去の遺物として自由貿易を重視し、
1914年までに本国と植民地・属領の市場を
すべての貿易業者に開放した(オブライエ
ン  2002 p.116)。ナポレオン三世時代の
1860年にフランスがコブデン・シュヴァリ
エ条約(フランスワインに対する差別的関
税を撤廃する見返りに、英国の工業製品に
対し市場を提供)を結ぶなど、他の国もイギ
リスの自由主義に追随した。そこには自由
貿易により世界中から安い商品を手に入れ
ることは互恵的な通商条約を結ぶことで国
際平和にもつながるという考え方があった。
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19世紀の第 3四半期以降ドイツのビスマル
クが保護主義政策をとるようになると、自
由主義貿易論に懐疑論が出て 1890 年代に
ジョセフ・チェンバレンが一般関税を課し
たものの、1932 年のオタワ貿易会議で自治
領と植民地との関税免除・優遇措置が決ま
るまで基本的に自由貿易体制を続けた。 

 

ラテンアメリカは「非公式帝国」地域 

この頃のイギリスの外交政策は、圧倒的
な海軍力を背景に世界貿易と国際経済のサ
ーヴィス部門での優位を維持するために、
できるならば波風がたたないように非公式
的に、やむを得ない場合には公式的に支配
するというものであった。ラテンアメリカ
は「非公式帝国」2で、イギリスはこの地域
を「原料と食料を供給し、代りにイギリスの
工業製品のための拡大する市場に改変する
という戦略」をたてた。現地「政府を投資の
健全な被保険物とするため[投資の安全を守る

ため]、その安定を支援する」政策を推進し
た (ギャラハー  & ロビンソン  1983 
pp.144-146)。「ラテンアメリカではいつも
どおりのビジネスを」行い、文明の名のもと
に行動するなどといって「自分たちの経済
支配に対する道徳的な、あるいはイデオロ
ギー的な性格付けをいっさい行わ」ず、実質
的な収益で満足した(フェロー 2017 p.538)。
もっとも場合によっては武力を使って経済
的目的を達しようとしたこともあった。例

 
2 1953 年に二人のイギリスの帝国史研究者 J. ギャラハーと R. ロビンソンが「公式帝国」、「非公式帝
国」の概念を使って自由貿易帝国主義論を唱えた。この説は、インド、オーストラリア、シンガポールな
ど国際法で認められた植民地(=「公式帝国」)とラテンアメリカ、中国、オスマン帝国のように独立国で
あってもイギリスの圧倒的な経済的支配下にある「非公式帝国」とを区別し、どの範疇に入るかは、その
植民地をめぐって他国からの挑戦により政争や紛争に巻き込まれるおそれ、植民地の経済的価値、治安維
持のコスト、現地植民地社会のエリート層がどの程度協力的かなどの程度によって決まるとした。 

えばアルゼンチンで 1840 年代にイギリス
はラ・プラタ河の自由通用を要求してフラ
ンスとともに干渉した。イギリスが「非公式
帝国主義」政策をとった結果ラテンアメリ
カはイギリスの衛星型経済圏になった。他
方で政治的軍事的支配下に置かれなかった
ことで独立を維持できたとも言える。しか
しそのことはヨーロッパ列強の軍事干渉を
許すことになり、それは下記 5. で説明する。 

 

ラテンアメリカとの貿易・投資 

イギリスは産業革命によって急速に工業
力を高め、世界の工業総生産に占める割合
を 1800 年の 4.3%から 1860 年には 19.9%
にまで伸ばした(服部 2002 p.153)。こうし
た状況下で実際のラテンアメリカとの貿
易・投資はどの程度であったか。19 世紀前
半の英国のラテンアメリカ向け輸出は、下
記表 1 で見る通り余り大きくなかった。イ
ギリスにとって最も重要な市場はヨーロッ
パ大陸であった。1824-26 年の大陸への輸
出額は 14 百万ポンド(シェアーは 35%)で、
それが 19 世紀半ばになると 33 百万ポンド
(同 32%)になった。他方ラテンアメリカ・
西インド諸島に対する輸出額は、9 百万ポ
ンド(同 23%)から 13 百万ポンド(同 13%)
になり金額の上で伸びたものの、シェアー
は低下した。この地域では砂糖輸出で購買
力を持つ西インド諸島が重要であった。し
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かしラテンアメリカが独立すると西インド
諸島がシェアーを落とす一方、アメリカ大
陸向けの貿易が伸びた(松井 1991 pp.209-
210)。それでもイギリスの輸出でラテンア
メリカの占める割合は 19 世紀半ばにかけ
て 10-13%程度で推移し、西インド諸島を加
えても 17-20%というレベルであった。 
他方ラテンアメリカ向け投資については、

独立闘争で税収が伸びないにもかかわらず
軍事費がかさんで財政困難に陥ったことか
ら、1822 年にチリがロンドンで 100 万ポン
ド調達したのを皮切りに、コロンビアが
200 万ポンド、ペルーが 120 万ポンドを調
達するなど政府借款から始まった。また鉱
山、農業、真珠業などの分野で投資が行われ
た。1824-25 年にイギリスで投資ブームが
起こり、最も重要な資本供給国になった。そ
の時に対外投資のほぼ 3 分の 1 がラテンア
メリカに向けであった(Taylor 2006 p.60)。
1826年末までの投資額は年 25-30百万ポン
ドで推移した(Rippy 1959 pp.25-26)。しか
しラテンアメリカ側が 1827 年末までにブ
ラジルを除きデフォルトを引き起こし鉱山
投資も 1820 年代に破綻したため、1830 年
代からは下火になり、以後四半世紀の間イ

ギリスの投資は停滞した(Rippy 1959 p.26)。 
 
2. 19 世紀前半はカウディリョ政治 

 

カウディリョ政治とは 

ここでイスパノアメリカの国内政治に目
を転ずる。独立後イスパノアメリカで生ま
れた政治スタイルはイギリスの立憲君主政
でも、フランスから入ってきた啓蒙思想に
基づく共和政でもなかった。未だ国民の政
治意識も啓蒙主義に対する理解も経済的社
会的基盤もぜい弱であったことから、生ま
れたのは法に反してでも力で統治する専横
的な人治のカウディリョ政治であった。先
に説明したように植民地時代からの遺産で
ある。カウディリョは地方で力を蓄えた後
に政府側が力を持たないとみるやクーデタ
などで首都を押さえ、大統領になるのが常
套手段であった。それは独立したばかりの
若い国がアナーキーになるのを避けるため
の現実的な体制で、1860 年代まで続いた。
ちなみに植民地時代の末期にクリオーリョ
の軍人の割合が増え(1770 年 39.7%⇒1800
年 60%)、独立戦争で軍人が政治的影響力を
強めたことからカウディリョには軍人が多

表 1 イギリスの地域別輸出額 

(単位 : 千ポンド) 
 欧大陸 アフリカ アジア 米・加 西印度 中南米   計 

1794-6 5,534 483 3,539 7,576 4,490 79 24,028 

1824-6 13,902 372 3,676 7,370 4,123 5,009 39,906 

1854-6 32,991 2,623 13,458 24,404 3,947 8,974 102,501 

(注) 再輸出は除く。アイルランドからの輸出を含む。欠けている地域を含むので合計
は 100%にならない。 

                        (出所)  Davis 1979 p.89。 
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かった。 
それでもカウディリョといえどもフラン

ス革命やアメリカ合衆国の独立で生まれた
民主主義思想や三権分立の制度を無視する
ことができず、政権に合法性と正当性を付
与するために憲法の規定に従い選挙を行っ
た。しかしそれは形ばかりのものであった。 

 

アルゼンチンのカウディリョ政治 

アルゼンチンは独立して共和政になった
が、港の排他的通商権を主張するブエノス・
アイレスとラ・プラタ河の通航の自由と高
い関税障壁で産業の保護政策を主張するリ
トラル 3州3が対立していたばかりか、銀鉱
山のあったボリビアのポトシの周辺地とし
て発展した西北部との根深い対立があり、
国内統一は容易でなかった。ブエノス・アイ
レスは同地域主導で中央集権的国家の樹立
を目指すのに対し、リトラル 3 州と遅れた
内陸部は自分達の利益を守るために厳格な
連邦制を望んだ(渡邉 2020 pp.170-171)。
その対立の中心にいたのが各地方のボスで
あるカウディリョで、この対立が 19 世紀後
半まで続いた。 
パンパ大平原屈指の牧場主で大土地所有

者の支援を受けたカウディリョのフアン・
マヌエル・デ・ロサスはブエノス・アイレス
州の知事(任 1829-32 および 1835-52)時
代に「連邦規約(1831)」で外交権を握って同
州を中心とする国造りを進めた。彼はサラ

 
3 リトラル 3 州とは、パラナ河岸のアルゼンチン北東部のエントレ・リオス州、コリエンテス州、サンタ
フェ州である。 
4 もともとはスペインの中世の制度であるが、アルゼンチンではブエノス・アイレス州のマルティン・ロ
ドリゲス知事(1820-1824)時代の 1822 年に、内相のベルナルディーノ・リバダビア(1826-27 年大統領)が
近代化政策の一つとして公有地を 20 年間低賃料で貸与して州の財源にあてる土地貸与制度として導入し
た。 

ド河の西で「エンフィテウシス」制度4によ
って商業で財をなしたものに土地を安く売
却したり、自分に従う者や先住民の討伐に
功績のあった者に与えたりした。1833 年か
らは先住民の土地を奪うために「討伐軍」が
派遣された。これがアルゼンチンの大土地
所有制の遠因になる。このパンパ平原が皮
革、ジャーキーなどの輸出(約 8 割。1836-
51 年[Lynch 1985 p.625])から、19 世紀後
半には鉄道の整備、品種改良もあって羊毛、
牛肉などの畜産(1876 年に冷蔵船の開発)、
穀物の輸出によって経済が繁栄する。パン
パではガウチョと呼ばれる牧童の文化が生
まれた。  
ロサスは「リオ・デ・ラ・プラタ諸州連合」

という 13 州から成るアルゼンチンを統治
していると言えなかった。というのも国内
ではリトラル 3 州とブエノス・アイレス州
と間で仲たがいが続いていたからである。
ブエノス・アイレス港の関税を連邦の所有
とし、厳格な連邦制度を要求するエントレ・
リオス州のカウディリョであるフスト・ホ
セ・デ・ウルキサ知事がブラジル、ウルグア
イの支援を得て 1851 年にロサス知事に反
旗を翻し、翌年知事の座から引きずり下ろ
した。ウルキサは 1853 年に初の「アルゼン
チン連合」憲法を制定し、大統領(任 1854-
1860)になった。この憲法はカトリック教会
を支えること、職業の選択、表現の自由、法
の前の平等、一部の人が通常の裁判所で裁
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かれないという「フエロス」特権の撤廃、所
有権の保障、移動の自由、三権分立の原則、
共和・連邦制の国家の構築を謳う憲法であ
った。そのウルキサもブエノス・アイレス州
知事のバルトロメ・デ・ミトレに「パボンの
戦い」で負け、ミトレが 1861年 12 月から
臨時大統領、翌年 10 月から大統領(任 
1862-1868)になった。この州が経済力で内
陸部を圧倒していた。ここに漸くブエノス・
アイレス州主導の政治が始まる。こうして
連邦制か中央集権制かの問題にけりがつき、
統一国家として新しいアルゼンチンが生ま
れた。それでも暫くの間は内陸部でカウデ
ィリョの跳梁やパラグアイの戦争(後述)が
あり、真の国家統一が完成するのはもう少
し先のことであった。牧畜業が発展するに
つれて土地所有階層が政治を手中にして支
配層になり、1874 年に輸出振興を掲げる
「全国自治党 PAN」が創設されると、1916
年までオリガルキア政治になり 11 名の大
統領が続いた。 

 

ペルーのカウディリョ政治 

南米大陸北部を解放したシモン・ボリー
バルは、「グラン・コロンビア」のことが心
配で 1826 年 9 月にペルーを去った。1828
年に制定された憲法は三権分立の共和制、
大統領制を導入し、連邦制ではなく県を置
いて中央集権国家とした。宗教はカトリッ
ク教が国教とされた。大統領や上下両院の
議員は間接選挙で選ばれ、大統領、議員、選
挙人になるには一定の財産を持つことやス
ペイン語の読み書きができることなどが条
件であった。この憲法に国民主権の規定は
少なかった。その後ペルーは憲法で民主制
を謳いながらも、実際にはカウディリョが

半世紀の間地方のアシエンダの農園主と手
を組んで支配するオリガルキア政治が続い
た(Bonilla 1985 p.539)。 
そのカウディリョ政治は、ペルーを併合

した(1836-1839)ボリビアのアンドレス・
デ・サンタ・クルス大統領(任 1829-1839)
がチリとアルゼンチンとの戦争を起こすな
ど、安定しなかった。また経済も伝統的産業
である銀鉱業、海岸部の綿花、砂糖の生産イ
ンフラが独立闘争で荒廃し、輸出といえば
1830 年代から回復した銀ぐらいしかなか
った。 
内政の混乱は軍人出のカウディリョであ

るラモン・カスティリャによって 1844 年に
収拾され、彼の政治が 1868 年まで続く。彼
は 1854 年に封建的な先住民に対する人頭
税を廃止し(最終的に廃止されるのはピエ
ロラ政権下のこと[下記参照])、大統領 2 期
目の 1856 年の憲法で、選挙権に条件をつけ
たものの大統領、議員の直接選挙を導入し、
「フエロス」特権(但し聖職者は除く)を撤
廃、先住民が大農園に縛られていること禁
止するなど自由主義の政治を進めた。彼の
時代にイギリスから借款を導入し、外国の
商社が事務所を構え、国有の鳥糞グァノの
輸出が盛んになった。1870 年代までグァノ
の収入はペルー政府の財政に安定をもたら
し、その資金で鉄道が建設され、先住民に対
する人頭税に代わる税源となった。また産
業を発展させるための金融機関の設立など
に使われ、奴隷解放のための補償金にもな
った。この補償金の一部や金融機関・大土地
所有者の融資が海岸地帯で綿花、砂糖の生
産に投資され、プランテーション型農園を
育てる。この時労働力として中国移民がや
ってきた。ちなみに日本人の移民がペルー
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に初めて来たのは 1899 年のことである。 
1860 年代から国際市場のおかげで海岸

地帯の綿花、砂糖農園が興隆し始める。する
と貿易業者、銀行、大土地所有者らが 1871
年に自由主義派の「市民党 PC」を結党し、
1872 年にマヌエル・パルドを大統領(任 
1872-1878)に擁立した。こうしてカウディ
リョ時代が終わる。パルド政権はグァノ資
源が枯渇するようになると対外債務の返済
の問題もあって南部の硝石に目をつける。
そして 1875 年に個人所有者に証券を渡し
てこの資源を国有化した。その証券を受け
取った者がチリ人に売り渡したことで、チ
リをして「太平洋戦争」(後述)を起こすきっ
かけの一つになった。「太平洋戦争」で敗戦
が濃厚になると、ペルーは伝統的支配層が
権威を失って暫くの間アナーキー状態にな
り、政治が再びカウディリョの手にもどる。
そして 1895 年にニコラス・デ・ピエロラ(任 
1879-1881 および 1895-1899)がアンドレ
ス・カセレス独裁政権(任 1886-1890 およ
び 1894-1895)を武力で倒すと、ペルーは
「市民党」のオリガルキア政治の時代(-
1919)に入った。 

 

メキシコの国家形成と「米墨戦争」 

[ サンタ・アナのカウディリョ政治 ] 

メキシコは 1821 年 2月にアグスティン・
デ・イトゥルビデが「イグアラ綱領」を宣言
し、8 月にスペインの「摂政政府」に任命さ
れて着任したばかりのオドノフ副王も「コ
ルドバ協定書」でそれを追認したので独立
した。しかし本国はそれを認めなかった。誰

 
5 当時は各州の議会が選出した 2 名の候補者から第 1 位の者が大統領になり、第 2 位が副大統領になる仕
組みであった。従って両者の間で政策などが異なることもあった。 

も君主にならなかったことからメキシコは
君主制とならず、翌年 5 月に軍がイトゥル
ビデを皇帝に推し、議会もそれを承認した。 
君主制を指向していた上層階級、共和主

義者から支持の得られない皇帝体制は長く
続かず、1822 年 12 月にアントニオ・ロペ
ス・デ・サンタ・アナがメキシコ湾に面する
ベラクルスで反旗を翻した。それに同調す
る者が追随しイトゥルビデは翌年 3 月に退
位したので共和国になった。この時君主派
の人々が中央集権派になり、共和主義者が
連邦派になった(Bazant 1985 p.430)。連邦
派が中心の制憲議会は 1824 年にカトリッ
ク教を国教とし、米国憲法を手本に共和・連
邦制、三権分立の憲法を制定した。国民の権
利について明示的な規定はなかった。この
憲法の下で軍人出身のグアダルペ・ビクト
リア(任 1824 -1829)、ビセンテ・ゲレーロ
(任 1829-1829)が大統領になるが、カウデ
ィリョ同士の争いを制したのは 1829 年の
スペインのメコシコ侵攻で名をあげたサン
タ・アナであった。 
彼は 1833年 3月に大統領に選ばれ、1855

年までの間に 11 期大統領を務めた。1835
年に自由主義派のバレンティン・ゴメス・フ
リアス副大統領を罷免すると5、憲法を改正
し大統領が知事を任命する中央集権国家に
した。選挙権は「改革七法」でスペイン語が
わかり、一定水準の所得を持つ家事労働者
ではない男性に限定した。貧しい地方の多
数の農民には選挙権が与えられなかった。
その時中央集権主義に反発して、多くのア
メリカ人が住んでいたテキサスが 1836年3
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月に「テキサス共和国」として独立を宣言し
た。 

[ 米国との国境が決まる「米墨戦争」 ] 

するとサンタ・アナは自ら軍を率いてテ
キサスの反乱鎮圧に乗り出した。1836 年 3
月にサン・アントニオの町を占領し有名な
「アラモの戦い」では勝利するが、翌月「サ
ン・ハシント河の戦い」で敗北し、彼自身が
捕虜になった。その結果サンタ・アナはテキ
サスの独立とリオ・グランデ河を国境とす
ることを約束させられた。1837 年 4月にア
ンドリュー・ジャクソン米大統領(任 1829-
1837)がテキサス共和国の独立を承認し、
1845年 3月 1日に議会が史上初の両院合同
決議によってテキサス州の併合を承認し、
ジョン・テイラー大統領(任 1841-45)が決
議に署名した。 
直後の 3 月 4 日に就任した膨張主義者の

ジェームズ・ポーク大統領(任 1845-47)は、
軍に国境のリオ・グランデ河を渡河させる
ことを命ずるなどメキシコ側を徴発し、
1846年4月に「米墨戦争」を引き起こした。
ベラクルスから上陸したウィンフィール
ド・スコットが率いる米軍が 1847 年 9 月
にメキシコ市に入城し、翌年 2 月の「グア
ダルペ・イダルゴ条約」によって、1500 万
ドル(と債務の肩代わりとして 325 万ドル)
でニュー・メキシコからカリフォルニアに
いたる広大な土地(メキシコの領土の約半
分)を手に入れた。米国の侵略戦争であった。
その後 1853 年 4 月に保守派の支援でサン
タ・アナが大統領に復帰すると、12 月に「ガ
ズデン協定」(メキシコ名「ラ・メシリャ条
約」)によってメキシコ北部国境のニュー・
メキシコ、アリゾナ南部を 1000万ドルで購
入し、最終的に米・墨間の現在の国境が確定

した(渡邉 2020 pp. 314-318)。 
[ 自由主義の時代と教会との対立 ] 

独立後のイスパノアメリカ政治には地
主・軍人・教会などの保守派と改革を求める
自由主義派との対立が底流にあった。焦点
になったのが「フエロス」などの聖職者・軍
人が持つ特権やどの程度国民に法の前の平
等・自由を認めるかなどの問題であった。保
守派にとって「カトリック教会の存在はき
わめて重要であった。カトリック教は、住民
の日常生活を精神面から規定する秩序の根
本で」、「教会は(中略)儀礼を司り、住民を台
帳で管理したほか、住民間の紛争の解決や
児童へ教育の提供も行うなど政府同然の役
割を担」った。「保守派は、教会の持つこう
した優越的な地位に変更を加えることは、
社会が混乱する原因になる」と考えていた
(舛方・宮地 2023 p.72)。また政府が植民地
時代にスペインの王室が持っていた「パト
ロナト・レアル」を引き継ぐことを求めたこ
とから十分の一税の徴収、特別法廷、教育、
慈善基金、埋葬、結婚制度をめぐって教会と
対立した(ギブソン 1981 p.235)。 
この対立は教会が植民地時代に譲渡不能

の財産として蓄積した所領と富、政治力を
持っていたメキシコでとりわけ激しかった。
独立で王権の後ろ盾を失った教会は、次第
に教育権、保有財産を巡って政府との争い
で劣勢に立たされるようになった。1830 年
過ぎから教会が相続してきた財産に対する
自由主義派の攻撃が始まった(Bazant 1985 
pp.435-436)。当初その中心にいたのがサン
タ・アナ政権の副大統領ゴメス・フリアスで
あったが、彼が罷免されて頓挫する。しかし
1855 年にサンタ・アナが追放され、「レフォ
ルマの時代」(1855-1867)になって漸く実現
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する。政府の教会に対する姿勢が厳しくな
り、教会は貧困な人から洗礼、婚姻、葬儀等
で金をとることを禁じられた。1857 年の自
由主義憲法はカトリックを国教とする条項
を謳わず、「フエロス」を撤廃し、教会団体
や共同体(具体的には先住民の村落)がエヒ
ード(共有地)などの不動産、すなわち土地
を所有し、管理することを禁止した。ちなみ
にその土地は有産階級に買い占められ、メ
キシコの大土地制度の遠因になる。この憲
法は、既婚なら 18 歳以上、未婚なら 21 歳
以上の市民に選挙権を与え、市民の自由と
平等、表現・結社の自由、所有権の不可侵な
どを謳った。なお自由主義派の中心になっ
て保守派を押さえて改革を進めたのがベニ
ト・ファレス大統領(任 1858-1872)で、フ
ランスのメキシコ干渉6を撃退したことで
も名が知られている。 
 
3. ブラジルの帝政 

 
ポルトガルからブラガンサ王室が分離し

た後のブラジルは帝政になった。そして
1889年に共和国になり、共和主義体制の仲
間入りを果たす。この項では帝政、ブラジル
史上果たした役割、帝政から共和政になっ
た理由などを中心に述べる。帝政期はペド
ロ一世期、ペドロ二世の摂政期、ペドロ二世
の親政期に分けて話すのが分かり易い。 

 
6 フランスのメキシコ干渉(1861-1867)とは、ナポレオン三世がベニト・ファレス大統領の債務支払いの
延期(2 年間)宣言を端緒に軍隊を送り、イギリスとスペインは撤兵したもののそのまま居座り、オースト
リア・ハプスブルク家のマキシミリアン大公をメキシコ皇帝に据えた事件である。結局ナポレオン三世
は、南北戦争を終わらせ帝国を認知しなかった米国からの圧力とプロイセンの脅威でマキシミリアン大公
を見捨てた。3 年の治世であった。後ろ盾を失い、保守派の支持しか得られなかった皇帝はケレタロの町
で捕らえられ 1867 年 6 月に処刑された。ナポレオン三世の威信も深く傷ついた。その時に抵抗運動を率
いたのが大統領のベニト・ファレスである。 

 ペドロ一世期 

[ 欽定憲法の制定 ]まずペドロ一世の
時代であるが、若干 22歳の皇太子ドン・ペ
ドロは 1822年 12月にリオで戴冠式を行い、
ペドロ一世(治 1822-31)になった。それまで
の国王から皇帝に呼び名を変えた。この帝
政を支えたのは主に高級官僚、そしてリオ
や北東部の農園主、都市の大商人等の勢力
で、皇帝を中心とする中央集権化を進めた
(Faust 1986 p.787)。当面の最大の課題は憲
法の制定で、ペドロ一世は「国家顧問会議」
に諮って 1824 年 3 月に欽定憲法を公布し
た。この憲法が制定されるまでの経緯とし
ては、1823 年 5月に開会された制憲議会が
ヨーロッパの憲法を参考に三権分立、皇帝
の権限を抑制し、反ポルトガル色の強い憲
法草案を準備した。しかしヨーロッパでは
復古主義が優勢になっていた頃で、皇帝は
1823 年 11 月に制憲議会を解散し欽定憲法
を公布した。 
この欽定憲法は、世襲の君主、議会・議員

制、ローマ=カトリック教を国教とし(皇帝
が「パドロアド」を保持)、立法権・司法権・
行政権の三権と並んで皇帝に第四権を認め
た。皇帝が議会と関係なく首相や閣僚、上院
議員(終身で 50名)の任命、間接制で選ばれ
る下院議会(任期 4 年で 100 名)の解散、議
会で承認された法の拒否権、条約の批准権、
県知事の任命・罷免などの調整権を持つと
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ころに特長があった。有権者は 25 歳以上の
男性で、一定額以上の納税者に限定され、そ
の数は国内でわずかに 6000 名に過ぎなか
った。 
  [ ペドロ一世時代の課題 ]帝政が直面
した課題は、ブラジルが大陸国家であるこ
とから地域の事情が大きく異なるために、
各地方の不満を抑え皇帝の下で統一を保つ
ことであった。1824 年 3月にペルナンブコ
で地元住民の望まなかった人物が知事にな
ったことをきっかけに首都リオの中央集権
主義に反対する反乱が起こった。この騒動
は 7 月にアメリカ合衆国をモデルにする
「赤道連邦」の建国を宣言するまでになっ
たが、ペドロ一世は外国人の傭兵を使って
武力で鎮圧した。また南部では「バンダ・オ
リエンタル(現在のウルグアイ)」をシスプ
ラティーナ県として併合したことから
1825 年 12 月にアルゼンチンとの間で戦争
になった。ペドロ一世が英国との条約によ
り公海で奴隷貿易取り締まりのために英国
による臨検に同意したこともコーヒー業者
の不満を募らせた。アルゼンチンとの戦争
でブラジル海軍が敗北したばかりか、ペド
ロ一世が雇い入れた外国人傭兵に対する排
斥運動がリオで起り、結局 1828年にイギリ
スの斡旋で緩衝地帯として「ウルグアイ東
方共和国」を独立させることで結着した。 
この戦争は徴兵や多額の戦費を必要とし

たことで大きな財政的負担になり、通貨の
増発による物価の高騰、輸出産品価格の下
落による経済情勢の悪化もあって、ペドロ
一世に対する反発が高まった。1829 年に議
会から王室の財布であるブラジル銀行の破
産を決議され、1830 年 7月にフランスでシ
ャルル十世が退位し自由主義者のルイ・フ

ィリップが国王になる「七月革命」が起こる
という国際情勢の中で、1831 年 3月にリオ
で自由主義者達が皇帝や近いポルトガル人
に対する抗議活動を起こした。決定的だっ
たのは陸軍幹部が騒動を起こした側に味方
したことで、その結果 1831 年 4 月にペド
ロ一世は皇太子のドン・ペドロに皇帝の座
を譲り退位した。 
  

ペドロ二世の摂政期 

1831年 4 月にドン・ペドロは 5 歳でペド
ロ二世として即位した。しかし幼少であっ
たために憲法の規定で成人になる 18 歳ま
で議会が任命する穏健自由主義派の摂政が
政権を担うことになった。皇帝の持ってい
た調整権は停止された。1834 年 8月の憲法
改正によってペドロ一世時代に置かれた
「国家顧問会議」は自由主義改革により廃
止され、政治の中心は宮廷から議会に移っ
た。また新設した地方議会に予算、公務員の
任命権などの権限を持たせた。反軍部であ
った摂政政府は中央集権制の下で国内の治
安を維持しようと、1831 年に「国警軍」を
創設した。地方で大地主等土地の有力者を
「コロネル(大佐)」に任命し、「国警軍」を
指揮して治安維持の任にあたらせたことか
ら、大地主層等が幅をきかす政治となった。
1835 年から摂政も選挙で選ばれるように
なり、ペドロ一世の復帰を画策する復古派
と北東部の砂糖農園主や南部のコーヒー農
園主など自分達の権限を確保したい自由主
義穏健派との間で対立が続き、不安定な国
内政治が続いた。 
この摂政期は生活の苦しさや地元エリー

ト間の政争などを起因として各地で様々な
反乱が起こり、ブラジル史上最も混乱に満
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ちた時期であった。首都のリオではポルト
ガルに反対する蜂起が起こり、1832 年から
1835 年にペドロ一世の復位を唱えてペル
ナンブコ県で発生したカバノ(「田舎の貧民
の意」)の乱などいくつかの騒動が起こった。
いずれも各地方特有の現実に起因したもの
で体制を揺るがすまでにならなかった。そ
れでも強い帝政をなつかしむ声が強くなり、
領土的一体性や国内秩序の回復の必要性が
叫ばれるようになった。 
  

ペドロ二世の親政期 

[ 親政の始まり ]自由主義改革が行わ
れて国内の混乱を招く中で、1830 年代末に
かけて二大政党の萌芽が見られた。それは
改革を急ぎ過ぎたと考える官僚、農園主、大
商人が支援する保守党と都市中間層、聖職
者、新しく発展した南部諸県の農園主を中
心とする自由党であった(ファウスト 2008 
p.137)。1840 年 14 歳のペドロ二世による
親政が始まり、保守党と自由党による立憲
君主制の政治が始まった。 
保守派が政治の実権を握ると、皇帝は

1841年に自ら指名する「国家顧問会議」を
復活させ、1847 年に議員内閣制になるが、
新設された「内閣審議会」の長である首相を
任命するなど、調整権を盾にして政治に深
く関与した(Graham 1985 pp.773-774)。司
法官や「国警軍」の幹部は中央政府によって
選ばれ、中央集権化と皇帝の権威の強化が
図られた。「国警軍」は国内秩序、陸軍は国
境警備や国全体の安定の維持を担うことに

 
7 1880 年代にはブラジルの輸出総額に占めるコーヒーの割合は 6 割に達した。アマゾン河のゴムが第 2
位の輸出産品になり、内陸にあるマナウスで華麗な劇場が建設されるなどブームを迎えた。しかしコスト
の安い東南アジアでの栽培が始まると、ゴムは第一次世界大戦末までには終焉を迎えた。 

なった。1872 年当時 1000 万の人口の内選
挙権を持つ者は 20 万人という規模で、制限
選挙であった(da Costa 1986 p.737)。バイ
アやペルナンブコの両県を支持基盤とする
保守党と南部中心の自由党が交代する政治
が行われ、サンパウロとミナス・ジェライス
で反乱が散発するものの、1848年にペルナ
ンブコ県のレシフェで起こった保守党の知
事に対する砂糖農園主や自由党員による
「プライエイラの反乱」を最後に混乱は終
息し、政治は安定を取り戻した。 

[ ブラジルの経済はコーヒー中心に ]
独立した時、砂糖が輸出の 30%、綿花が
20%、コーヒーが 18%を占めていた。金、
ダイヤモンドなどミナス・ジェライスの鉱
業は衰退していた。第二帝政になると、北東
部の砂糖産業に代わって米の増加する需要
によってコーヒー生産が伸び、耕作地がリ
オ県のパライバ川流域からサンパウロ県北
部・西部の内陸部にまで拡大し、主要産業に
なった。大農園主ファゼンデイロが奴隷を
使って大規模にコーヒーを生産した。1850
年代からは最も重要な輸出産業になり、ブ
ラジルは世界で最大のコーヒー輸出国にな
った(Bethell & Murilo de Carvalho 1985 pp. 
718-720)。 
ブラジル経済は目覚ましいコーヒー輸出

の増加7により貿易収支が黒字に転換し、経
済発展の緒に着いた。コーヒーはパライバ・
ド・スル川流域に始まりサンパウロ西部に
まで拡大し、輸送はロバやラバの隊商に代
わって鉄道が中心になり、サントスの港が
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整備された。ブラジル人がコーヒーを生産
し、英米資本がそれを輸出するという構図
であった(Graham 1985 p.764)。1880 年代
からイタリアなどヨーロッパから移民が急
増し、奴隷制が全面的に廃止されると不足
する労働力を補った。英から外国投資が流
れ込み、特に南東部で人口が増加し都市が
発展した。また製鉄所ができ各地で鉄道が
建設され、資本主義経済が進んだ (Graham 
1985 p.766)。こうしてブラジルは政治的に
も経済的にも変革の時代に入り、次第にコ
ーヒー・プランター主導のオリガルキー政
治になった。市場経済が発達し、奴隷を頼り
とする大土地所有者・大商人による旧支配
体制は時代に合わなくなった (da Costa 
1986 p.727)。  

[ 三国同盟戦争 ]第二帝政期にパラグ
アイとブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ
の間で「三国同盟戦争(1864-70)」が勃発し
た(下記参照)。ブラジル史上最大の戦争で
17 万人の犠牲者を出した。開戦当初こそブ
ラジルの軍隊は弱小で、政府は十分な兵員
を確保できず、非合法で輸入されて政府の
保護下にあった「国家の奴隷」を兵役につけ
ば自由を与える勅令を公布したほどである。
しかしブラジル陸軍が整備され、戦争の後
半には連合軍の中心的存在になり、パラグ
アイに完勝した。それでも人的経済的被害
は決して小さいものではなく、対外債務が
増加し、紙幣の濫発による貨幣価値の下落、

 
8 当時ブラジルでは北東部の砂糖農園から南部のコーヒー農園への奴隷売買が中心であったが、1840 年
代末から当初ドイツ、ポルトガル、次いでイタリアからの移民という新たな労働力の供給源が開かれたこ
と、1863 年 1 月にアメリカ合衆国で奴隷廃止が宣言され、1880 年代に奴隷の反乱や逃亡事件が激増した
こと(鈴木 1993 p.110)、ブラジル国内で高まったジョアキン・ナブコ等の奴隷解放運動もあって、1888
年 5 月にペドロ二世が糖尿病の治療のためヨーロッパへ赴いていた間に摂政のイザベル皇女が「黄金法」
により全面的に奴隷を解放した。1872 年の第一回公式統計によれば、その時奴隷の数は 151 万人であっ

歳出の増加と恒常的な財政赤字を招いた
(伊藤 2015 p.28)。また疎んじられてきた陸
軍が存在感を増し、政府が大地主層の影響
力が強い「国警軍」に好意的であったことか
ら皇帝体制に批判的であった。政治の舞台
で様々な発言をするようになり、共和制の
樹立や奴隷制の廃止を主張した。 
  [ 共和主義の台頭 ]コーヒー業者が経
済力をつけ、海岸部や都市部の進歩的勢力
がオリガルキー政府に対し不満を強めると、
自由主義思想に基づく改革を提唱するよう
になった。「三国同盟戦争」が終わり 1870
年に「共和党」がリオ・デ・ジャネイロで結
成された(da Costa 1986 p.751)。専門職従
事者とジャーナリストからなるリオの共和
主義者は市民の政治参加の拡大、個人の諸
権利、連邦体制の下で各県の権利の拡大、奴
隷制の廃止などを主張した。連邦制を主張
するサンパウロの共和党は帝政と両立しな
いと考えていた(ファウスト 2008 pp.188-
189)。 

[ 軍部の台頭 ]発言力を増していた陸
軍も若手将校が愛国心から強い政治意識を
持つようになった。また自分達の貧弱な装
備や遅い昇進に不満で、彼らは組織強化の
必要性を認識し、君主制とオリガーキー支
配層に対し批判的になった。北部諸県で奴
隷制廃止の世論が高まり、国民の支持を得
ようと 1870 年代から皇帝が奴隷解放に動
き出すと8、これまで奴隷制度を守るために
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皇帝を支えてきた南東部のコーヒー男爵達
は、自分達の帝国政府への財政的貢献にも
かかわらず、それに見合う恩恵を受けてい
ないと考え、もはや君主制を頼りにできな
いと考えた。  

[ 軍のクーデタ ]「共和党」は、リオ・
デ・ジャネイロ県、リオ・グランデ・ド・ス
ル県、ミナス・ジェライス県の都市部とサン
パウロ県のコーヒー業者を支持基盤に急速
に党勢を拡大した(da Costa 1986 pp.767-
768)。この政党が共和主義に傾く軍に近づ
いた。そして 1889 年 6月に皇帝がオーロ・
プレト子爵に組閣を命じると、軍の不満と
共和主義運動が一挙に高まった。内閣が将
校に人望のあったマヌエル・デオドーロ・
ダ・フォンセッカの個人的な敵対者をマト・
グロッソ県の知事に任命したのをきっかけ
に(その時フォンセッカはマト・グロッソ県
の軍司令官)、若手将校から説得を受けたフ
ォンセッカは 1889 年 11 月 15 日にクーデ
タを決行し(Faust 1986 pp.798-799)、共和
制を樹立した。翌々日ペドロ二世はフラン
スに向け出発した。こうしてブラジルの帝
政時代が幕を閉じた。1891 年 2月に新憲法
が制定されて、米州で唯一帝政であったブ
ラジルで自由主義的な連邦制の共和国がで
きた。 

[ 最後に帝政時代をまとめて ]こうし
てブラジルは 67 年にわたる帝政の時代を
経て 19 世紀末に共和政に移行した。独立以
来大きな断絶がなかったことがブラジルの
発展の大きな特徴であった。独立して地方
で反乱が多発したにも係らず、ブラジルが
分裂国家にならなかった理由について、ボ

 
た(Graham 1985 p.759)。 

リス・ファウストは、有力な諸県が奴隷制度
を維持するために分離独立しようとしなか
ったこと、ブラジルを有力な市場と考える
英国が君主制の下でブラジルの一体性を望
んだこと、地方で行政ポストに就いた保守
的な教育を受けたエリート層が中央集権的
な政策を推進したことを理由にあげている
が(ファウスト 2008 p.147)、中央政府が地
方の反乱を鎮圧し力で押さえつけたことも
無視できないであろう。 
他方で帝政は、民主主義政治に向けて大

きな変革を行わず、大土地所有制とモノカ
ルチャー経済、奴隷制、封建的・階層的な社
会、高い文盲率などの旧弊や構造を温存さ
せる原因になった。共和制になっても識字
が条件であったことから制限選挙が続き、
西欧的な民主主義とはならず、国民が利す
るような社会改革も行われなかった(da 
Costa 1986 p.777)。その結果古い社会構造
が温存され、コーヒー・プランターのオリガ
ルキー政治が生まれた。 
 
4. 国境を画定した隣国との戦争 

 
19世紀のラテンアメリカで国境の画定や

資源の問題などで隣国との間での幾つかの
戦争があった。植民地時代の行政区画をベ
ースに新生国家が生まれたが、地方では住
民も少なく、行政の目が行き届かなかった
ことから、境界線が明確でなかった地域で
国境紛争になった。この戦争とはすでに説
明した「米墨戦争」であり、「三国同盟戦争」
であり、「太平洋戦争」である。20 世紀には
「チャコ戦争」が起こった(後述)。戦争はお
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決まりの戦勝国が領土を広げる形で終わっ
た。 

 
「三国同盟戦争」 

 パラグアイは先住民グアラニ族の国であ
る。自分達は独自の文化を持っているとの
思いがあり、ブエノス・アイレスからの独立
の誘いを断り、1811 年 5月に別の道を行く
ことを宣言した。その後独裁政治を行った
ホセ・ガスパール・ロドリゲス・デ・フラン
シア(任 1814-40)、開国に舵を切り、ヨーロ
ッパから教師を招き近代化路線を進めたカ
ルロス・アントニオ・ロペス(任 1844-62)と
いう 2 人のカウディリョによる統治が続い
た。もっとも近代化といっても日本の明治
維新と異なり、国民的レベルのものではな
く、国の発展にならなかった。1862 年にロ
ペス大統領が死去すると息子で副大統領の
フランシスコ・ソラーノ・ロペスが議会で大
統領に選ばれ、このソラーノ・ロペスが「三
国同盟戦争」(別名パラグアイ戦争)を起こ
した。 
 戦争の原因になったのは、①アルゼンチ
ンとブラジルとの間の不明確な国境、➁内
陸国パラグアイにとって死活的に重要なパ
ラナ川、パラグアイ河の運航権、③ウルグア
イを巡る地域の勢力争い、④ソラーノ・ロペ
スの野心であったと言われる。戦争はブラ
ジルがウルグアイを侵略するとソラーノ・
ロペスがブラジルのマット・グロッソ県に
赴任する途中の新任知事の乗った船マルケ
ス・デ・オリンダ号を 1864 年 11月に拿捕
したことで始まった。翌年 2 月にパラグア
イ軍がウルグアイに向けミシオネス地方を
通過する要請をアルゼンチンのミトレ大統
領が拒否したために、戦線が拡大した。ブラ

ジルの助けで 1865 年 2 月に政権復帰した
ウルグアイのベナンシオ・フローレス大統
領も加わって(1865 年 5 月に 3 ヶ国は「三
国同盟条約」を締結)、パラグアイは 3ヶ国
を相手に戦うことになった。当時南米で最
強と言われた陸軍を擁するソラーノ・ロペ
スは 1865 年 6 月に初戦のパラナ河のリア
チュエロの水上戦でブラジル艦隊に敗れ、
東部でもウルグアイ河沿いに南下した陸軍
が 8 月にヤタイでアルゼンチン軍に、9 月
にウルグアイアナでブラジル軍に敗北した。
そこでソラーノ・ロペスはパラグアイ河岸
のウマイタ大要塞で防戦しようとしたが、
そこも 3 年間もちこたえたものの、結局
1868 年 7 月にブラジル軍に明け渡した。
1869 年 1 月に首都アスンシオンが陥落し
た。その後ソラーノ・ロペスは北東部に逃れ
て抵抗を続けるが、1870年 3月にブラジル
国境近くのセロ・コラで戦死した。 
バラクアイは 1872 年 1 月にブランコ河

とアパ河までの北東部地方をブラジルに渡
し、アルゼンチンとの間で 1876 年 2 月に
ベルメッホ河からピルコマヨ河までの南部
をアルゼンチン領にすることを認めた。そ
の北のベルデ河までの土地については米国
の裁定に委ねることに合意した(結局 1878
年 11 月のラザフォード・B・ヘイズ米大統
領の裁定でパラグアイ領に)。この時アルゼ
ンチンはミシオネス地方を自国領とした。
この戦争により南米南部の国境線が確定す
る。北チャコ地方の帰属が確定するのはボ
リビアとの「チャコ戦争(1932-35)」まで待
つ必要がある(渡邉 2020 pp.306-312)。 
戦争はブラジルに 17万人、アルゼンチン

に 2 万人の犠牲者を出し、パラグアイでは
40万人の人口のうち約半数が犠牲になった
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と言われ、経済発展を遅らせた。その後も暫
くの間パラグアイはカウディリョの時代が
続いた。ちなみにそのような多大な犠牲を
強いたソラーノ・ロペスであるが、「チャコ
戦争」後にナショナリズムが高まる中で祖
国防衛のために身を捧げたとして名誉を復
活させ、今はアスンシオン市にある「英雄
廟」で眠っている。 

 
「太平洋戦争」 

 国境画定と国境地域の資源が原因で争い
に発展したもう一つのケースが「太平洋戦
争(1879-1883)」である。太平洋戦争といっ
ても、日本が戦った第二次世界大戦のこと
ではない。1879 年からチリがボリビア・ペ
ルーと硝石を巡って起こした戦争である9。 
 戦争の背景には、ボリビア人が余り住ん
でいなかったペルーとチリに挟まれた太平
洋岸の南アタカマ砂漠の帰属問題があった。
ここは国境線が曖昧だったところで、1840
年代から肥料になるグァノが注目され多数
のチリ人が移り住んだ。ところがボリビア
領のアントファガスタ港の後背地で肥料や
火薬の原料となる硝石が見つかると、俄然
注目されるようになった。ペルー領の南緯
19 度半からチリ領の南緯 26 度までの地帯
が硝石の宝庫であった。チリ人が 1866年か
ら硝石の開発を始め、1872 年に英国資本も
参加する「アントファガスタ硝石鉄道会社」
が事業を引き継いだ。多数のチリ人政治家
が株主になっており、この会社は政界に対
する影響力も強かった。両国は 1866 年 8 月

 
9 実は太平洋戦争にはもう一つの戦争があった。それはボリビアのサンタ・クルスがペルーとボリビアの
「連合」を樹立した際、チリが隣国に強国が生まれるのを懸念し、ペルーの反サンタ・クルス陣営を支援
して 1837 年から始めた戦争である(1837 年 5 月にアルゼンチンもチリに味方して参戦)。1839 年 1 月に
サンタ・クルス軍がペルーの「ユンガイの戦い」で破れて終わった。 

に南緯 23度を国境とし、南緯 23 度と 25 度
の間のグァノ輸出で得る利益を折半するこ
とで合意した。折しも 1870 年に南緯 23 度
近くでカラコレス銀山(以後8年くらいが採
掘の全盛期)が発見された。 
ボリビアが 1874 年の「スクレ条約」によ

って南緯 24度を国境とし、新たな課税をし
ないと約束していたにもかかわらず、イラ
リオン・ダサ政権は財政難から 1878 年 2 月
に「アントファガスタ硝石鉄道会社」に対し
新たな輸出税を課し、支払いを拒否される
と与えていた利権を取り上げ、財産を差し
押さえて競売にかける暴挙にでた。すると
チリ政府は、1873 年頃からひどい不況に落
ち入っており、硝石会社からの圧力や 1878
年 12 月にアルゼンチンとパタゴニア地方
の国境画定について仲裁にかける合意がで
きたこともあって、1879 年 2 月に 48 時間
以内に利権の撤回を取り消すようボリビア
に対し最後通牒を突き付け、アントファガ
スタ港を占拠した。これを契機に「太平洋戦
争」になる。当初は中立を模索していたペル
ーもボリビアとの 6 年前の秘密条約により
参戦した。戦争は国が一丸となって戦った
チリが有利に進めた。1879 年 5月にイキケ
港沖、5 ヵ月後にアンガモス岬沖の海戦で
ペルーに勝利したことが大きかった。陸で
は 1880 年 5月にペルーのタクナ、6 月にア
リカの戦いで連合軍に勝利した。この時ボ
リビアは力尽き戦線を離脱した。1880 年 9
月に米国の仲介も失敗した。その後もペル
ーは良く抗戦したものの、1881 年 1月に首
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都リマを占領された。 
その後ペルーは地方で抵抗を続けたもの

の、結局 1883 年 10 月に硝石、銅等の資源
の豊富なタラパカ地方を割譲し、その北に
あるサマ河までタクナとアリカ地区の行政
を 10 年間チリに認め、その後住民投票で帰
属を決める「アンコン条約」に署名した(な
お 1929 年にチリは「リマ条約」でタクナを
返還し、アリカ港については 600 万ドルを
支払うことで自国領に)。他方ボリビアは
1884 年 4 月に休戦し、1904 年 10月にチリ
がラ・パスとアリカ港間の鉄道建設、チリ領
の港を経由する通商の自由を認めることを
条件に、ボリビア領であつた太平洋岸の占
領地域の割譲に同意する「和平友好通商条
約」を締結した。 
こうしてボリビアは「海への出口」を失い

内陸国になる。「海への出口」の回復は悲願
となり、現在まで両国の懸案となった。ペル
ーはチリに対し深い遺恨の念を持ち宿敵で
あるとの思いを強くした。他方チリは領土
を 3分の 1広げ、20世紀なって自国領にし
たアントファガスタ地方で大きな銅鉱山を
開発し、それが一大輸出産業になり、今日の
チリの発展の基礎を築いた(渡邉  2020 
pp.319-324)。 
 
5. 帝国主義とラテンアメリカ 

 
世界は帝国主義の時代 

ここから 19世紀後半からの話になる。世
界史はこの時代をヨーロッパ列強が植民地、

 
10 帝国主義という言葉はローマ帝国時代からあるが、国家の領土的拡大や植民地主義という意味で広く
使われるようになるのは 1890 年代からである(ホブズボーム 1993 p.84)。この稿ではこの言葉をヨーロ
ッパ列強が盛んに海外進出した時代の膨張主義の意味で使う。 

保護国、租界、租借地などの勢力圏を確保す
るために海外進出した帝国主義10の時代と
言う。西欧の国々は進んだ技術によって経
済的、軍事的に優位に立ち、穀物、肉などの
食料、自国で不足乃至産出しない原材料の
輸入と製品の独占的な市場、投資先を求め
て世界各地に乗り出した。鉄道・船舶などの
交通、通信手段が発展し、この時代に世界経
済の一体化が進んだ。 
帝国主義の先陣に立ったのはイギリスで

ある。衰えた清朝の中国からアヘン戦争
(1840-42)で香港島を割譲させ、広州や上海
など 5 港の開港、完全な貿易の自由化を得
た。17世紀以来最も重要な植民地であった
インドでは、1857 年に東インド会社のイン
ド人傭兵が反乱を起こすとムガル帝国を滅
亡させた。翌年東インド会社を解散しイギ
リスの直轄支配にした。するとかって綿製
品を輸出していたインドがイギリスの綿織
物輸出の 40-45%を輸入するようになった
(ホブズボーム 1993 p.97)。南半球では、
1770 年にクック船長の探検隊が訪れて以
来犯罪者の流刑地になっていたオーストラ
リアを 19 世紀半ばまでに自治政府をおき、
1901 年に自治領にした。 
フランスはナポレオン三世(治  1852-

1870)が国家の威信の回復のためにそれま
でカトリック教宣教師を通じ関係の深かっ
たインドシナ半島の植民地化に乗り出し、
第一次サイゴン条約(1862)で南部ヴェトナ
ムの東 3 省の割譲を認めさせ、翌年には仏
領コーチシナの成立を宣言し、カンボジア
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を保護国化した。第三共和政下でもヴェト
ナムに侵略を続け、中国との清仏戦争
(1884)に勝ってここを完全な保護国にし、
1887 年にフランス領インドシナ連邦を作
った 
台頭著しかったのがドイツである。1862

年にオットー・フォン・ビスマルクがプロイ
センの首相になり、「鉄血宰相」として 1864
年から 1871 年までにデンマーク戦争、普墺
戦争、普仏戦争に勝ち、ドイツを帝国に押し
上げた。ドイツはイギリスのように自由主
義経済ではなく国が主導する産業保護政策
で鉄鋼などの重工業化を進め、ヴィルヘル
ム二世(治 1888-1918)の時代にイギリスに
追いつき、第一次世界大戦までに追い抜い
た。 
アフリカ大陸では、オスマン帝国が帝国

内の民族対立とヨーロッパの帝国主義の侵
略で「瀕死の病人」になっていた。イギリス
は 1875 年にフランスの影響力を押さえる
ためにイギリス・インドルートとして重要
であったスエズ運河株を買収し、1881 年に
は民族運動を鎮圧する口実でエジプトに出
兵し保護国とした。その後ナイル河上流の
スーダンに進出し、大陸最南端のケープ11に
も領土を拡大した。フランスは 1830 年から
入植者の多かったアルジェリアの植民地化
に乗り出していたが、モロッコにも手を伸
ばし、チュニジアを奪取し(1881)、サハラ砂
漠から象牙海岸(1895)、コンゴ地方の一部
を手に入れた。1898 年に英国と「ファショ
ダ事件」を起こしたことから、「英仏協商

 
11 イギリスはナポレオン戦争中にオランダ領であったケープ植民地を占領するが、この稿ではスエズ運
河が開通する 1869 年まで、船舶だけを利用してインドへ行くための重要な拠点であった。また 1886 年
に独立国家トランスヴァールで金鉱が見つかり、ダイヤモンド、金鉱開発の投資先としても注目された。 

(1904)」で英仏の住み分けを決めた。遅れて
帝国主義に乗り出したドイツは 1884 年 11
月にアフリカに利害を持つ国で「ベルリン
会議(1884-1885)」を主催し、アンゴラ、カ
メルーンなど 4 つの領有を各国に認めさせ
た。こうして「アフリカ分割」が進んだ。 
 
ラテンアメリカに対する干渉 

ヨーロッパ列強は 19 世紀にラテンアメ
リカでも幾多の干渉を行った。例えばフラ
ンスは自国民の生命・財産の保護と影響力
の拡大を目的にアルゼンチンのロサス政権
に対しブエノス・アイレス港の封鎖(1838お
よび 1845[英も参加])、メキシコのベラク
ルス港の封鎖、サン・フアン・デ・ウルア砦
の砲撃(1838)を行った。またナポレオン三
世が米国で南北戦争が起こっている最中に
国威発揚と勢力の拡大を意図して債務の返
済を口実にメキシコに侵攻し、英・西がすぐ
さま撤兵したのに対し居残ってマキシミリ
アン傀儡政権を樹立した(上記 2. 参照)。ス
ペインは同時期にカウディリョのサンタア
ナの頼みでドミニカ共和国を一時併合
(1861-65)した。また自国民の被害に対する
賠償を理由に鳥糞の島であったペルーのチ
ンチャ島を占拠(1863)、カリャオ港とペル
ー側に加担するチリのバルパライソ港を砲
撃(1866)した。 

 
中米で運河建設を巡る英米の争い 

この時代から英米両国は中米地峡で勢力
争いを展開した。英国はマホガニーやロッ
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グウッドの伐採で進出したことのあるカリ
ブ海東海岸地域のモスキト王国を 1835 年
に再び保護国化し、1840年に現在のベリー
ズの植民地化を始め(Leonard 1999 p.85)、
グアテマラとの間で国境線紛争になった。 
英米は一方の国が独占して運河を建設す

ることを一番警戒していた。米国は 1846 年
12月にパナマ地域に対する主権を認める代
わりに運河と鉄道建設の権利を得る通商条
約「ビッドラック-マリャリノ条約」を「ヌ
エバ・グラナダ共和国(コロンビア)」と締結
した。これに対し英国はこの条約に異を唱
え、1847 年にニカラグア運河ルートの重要
な拠点であるサン・フアン河口の町サン・フ
アン・デル・ノルテの町を占拠し(Davis & 
Finan & Peck 1977 pp.99-100)、2年後に運
河の太平洋岸の出口になり得るフォンセカ
湾のタイガー島をホンデュラスから獲得す
ると、米国は強く反発した。そこで両国は
1850年4月に中米地域で両国による占領地
の確保や植民地化の禁止、地峡運河の排他
的権利を求めないこと、運河建設に協調す
ることに合意する「クレイトン・ブルワー条
約」を締結した。1848年 1 月にカリフォル
ニアで金鉱が発見されたことから、米国に
とって地峡経由の運河の重要性が益々高ま
った。 
英国は 1839 年にホンデュラス沖のロア

タン島を占拠したが、1852 年に英国が周辺
の島々を占有したため両国は戦争の一歩手
前までいった。しかしその時は「クリミア戦
争(1853-56」」を戦う英国が譲歩し、1856 年
にホンデュラスにこれらの島々を放棄し、
モスキトの保護国化を放棄した。 

 
帝国主義時代のまとめ 

ヨーロッパの帝国主義はラテンアメリカ
に対して露骨な牙を向けなかったと言える。
「列強相互間の深刻な対立のなかった唯一
の地域であ」る(ホブズボーム 1993 p.82)。
イギリスはアジア、アフリカ、中近東などと
は違ってヨーロッパの文明圏にあったラテ
ンアメリカを「公式帝国」として従属化する
気がなく(植民地にしていたカリブ海の島
嶼国を除く)、他の列強も、米国が南北戦争
に忙殺される隙をついてナポレオン三世の
メキシコ干渉、スペインのドミニカ(共)併
合を除き、債務返済を要求する砲艦外交は
あったものの、イギリスに倣って貿易や投
資ができる自由貿易地域になればよいと考
えていた。植民地にするのはコスト・ベネフ
ィットが悪かったからである。 

 

6. 先進国経済とラテンアメリカ 

 

食料・資源の供給国となったラテンンアメリ 

カ 

この頃ラテンアメリカ側の状況はどうで
あったか。この地域は 19 世紀前半の経済的
混乱を脱すると経済も順調に発展し始め、
各国は先進国との緊密な経済関係を築いて
発展する道を模索した。18 世紀後半のヨー
ロッパの第一次産品の需要は途方もなく大
きなもので(1853年から1872年までの伸び
率は約 4.3%[Glade 1986 p.8])で、その供給
者になることが世界経済に参加する道であ
った。ラテンアメリカは奴隷制を廃止し、労
働力の国内移動を容易にし、市場で土地を
売買できるように制限をなくし、金融制度
を改革するなど自由主義政策を進め、運輸、
通信、金融などのインフラを整備した 
(Bértola & Ocampo 2013 p.103)。 
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ラテンアメリカの輸出はブラジル、チリ、
アルゼンチン、メキシコ、キューバの割合が
大きく、この 5ヶ国だけで 77%(1870-1874)
を占めた(Bértola & Ocampo 2013 pp.108-
109)。輸出品としては、ラ・プラタ河地域の
牛・羊肉(1876 年冷凍船が就航)、皮革、羊
毛などの牧畜製品、小麦、トウモロコシなど
があり、チリから硝石、銅が輸出された。ブ
ラジルからコーヒー、ゴム、綿花が輸出され
た。メキシコ、ボリビアには銅、錫、銀など
の鉱物があった。メキシコは米国市場に穀
物、後に石油を輸出した。キューバから砂
糖、エクアドルからカカオ、中米からバナナ
などの熱帯産品、コロンビア、ベネズエラか
らコーヒーが輸出された。ペルーからは
1840 年代以降肥料の鳥糞、硝石が輸出され
たが、1880 年代からはゴム、鉱物が輸出さ
れた。 

 

貿易相手はヨーロッパから米に 

ところが 19 世紀末になるとこの地域で
米国というヨーロッパの強力なライバルが
出現する。米国は 19世紀後半に工業生産を

著しく伸ばして農産物の過剰生産性から海
外市場を必要とした。もっとも当時の米国
にとってヨーロッパ、カナダとの貿易が重
要で、貿易の 8 割以上を占めていた。アジ
ア、ラテンアメリカとの貿易のシェアーは
2 割に満たなかった。ところが次第にラテ
ンアメリカとの貿易が伸びて、ヨーロッパ
が第一次大戦で通商上の困難をきたすと、
米国が最も重要な貿易相手国になった。 
米国がまず経済関係を緊密化させたのは、

地理的に近接するメキシコ、環カリブ海地
域であった。1890 年代にメキシコの米国向
け輸出の割合は 70%以上を占め、最大の貿
易相手国であった(Hall & Coerver 1988 
p.12)。メキシコ以外では中米・カリブ海、
ベネズエラが有力な市場で、ヨーロッパを
凌駕した。またイギリスと関係の深かった
ブラジルも米国が砂糖を中心に 1850 年以
降最大の輸入国になった (Smith 1979 
p.157)。これに対しイギリスは毛織物、綿織
物、金物類、鉄鋼、石炭、機械類を輸出した。
砂糖輸出で華やかであった西インド諸島と
の貿易が減少する一方、南米南部は依然と

 表２ ラテンアメリカ主要国の輸出市場(1913年)   

(単位 : 百万米ドル) 
 総輸出額 米(%) 英(%) 独(%) 仏(%) 合計(%) 

亜 510.3 4.7 24.9 12.0 7.8 49.4 

伯 315.7 32.2 13.1 14.0 12.2 71.5 

智 142.8 21.3 38.9 21.5 6.2 87.9 

キューバ 164.6 79.7 11.2 2.8 1.0 94.7 

墨 148.0 75.2 13.5 3.5 2.8 95.0 

全中南米 1,588.2 29.7 20.7 12.4 8.0 70.8 

（出所） バルマー=トーマス 2001 p.62。 
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して重要な貿易相手国であり続けた。特に
畜産物・穀物を輸出しイギリスの第 6 の自
治領と言われたアルゼンチン(松井 1991 
p.312)や硝石生産のチリが重要であった。 

 
主要な投資国は英と米 

ヨーロッパからの対外投資は、19 世紀後
半でもロンドンが国際金融センターであっ
たことからイギリスの役割が大きかった。
19 世紀の最後の 30 年間に伸びが大きかっ
た。20 世紀に入っても伸び、1914 年の海外
投資全体の 44%を占めた(ホブズボーム 
1993 p.73)。もっともその内 46%は、カナ
ダ、オーストラリア、ニュージーランド、南
アフリカなどイギリスの植民地向けであっ
た(毛利 1978 p.334)。 
イギリスのラテンアメリカ向け投資は、

1890 年末の総投資額 426 百万ポンドのう
ち、アルゼンチンが 157 百万ポンド(37%)
を占め、次いでブラジル、メキシコ、ウルグ
アイ、キューバ、チリの順であった。投資分
野では政府借款の割合が大きく 194 百万ポ
ンド(46%)で、残りは企業投資(231 百万ポ
ンド)であったが、鉄道、公益・公共事業の
割合が大きかった。鉄道分野の投資は 147
百万ポンド(72%)で、アルゼンチン、メキシ
コ、ブラジル、ペルーが主な投資先であった
(Rippy 1959 pp.37-39)。 
米国も 19 世紀後半からラテンアメリカ

で投資を始めた。まず環カリブ海地域とメ
キシコで始め、その中でも名高いのがユナ
イテッド・フルーツ社による中米のバナナ

 
12 「10 年戦争」は、1868 年に東部オリエンテ州のバヤモで砂糖プランター達が独立の「ヤラの叫び」を
上げ、1878 年まで続いた戦争である。なおキューバがスペインから独立するのは「米西戦争(1898)」に
よってである。 

投資である。中米のバナナは、最初 1874 年
に鉄道建設のためにコスタリカにやってき
たマイナー・キースが始め、1899 年には西
インド諸島を生産地とするボストン・フル
ーツ社と合併し、ユナイテッド・フルーツ社
となった。キューバでは、「10 年戦争」12で
砂糖産業が大きな被害を受けた。その上米
国南部、ハワイの砂糖、1870 年頃までにヨ
ーロッパで甜菜糖が普及したことから国際
競争が激しくなり、戦争後の税金の引き上
げにより、中小の農園が存続できなくなっ
た。そこで生き残るために米国の資本下に
入った。1880 年代末までにキューバ産砂糖
の 94 パーセントが米市場に向かった
(Pérez 1995 p.138)。 
投資先としてもう一か国重要であったの

がメキシコである。この国に対する各国の
投資はポルフィリオ・ディアスの長期政権
時代(1876-1911)に伸びた。ディアスは外国
資本を積極的に誘致し、鉄道を建設した。ゴ
ンサレス大統領の時代(1880-1884)に拓殖
法(1883)や新鉱山法(1884)などの法整備を
した。拓殖法は、もともと所有権の不明な未
開発の土地を測量分譲し外国移民を導入す
る目的で制定されたもので、測量した土地
の 1/3 が測量した会社に無償で譲渡された。
その測量会社のほとんどが外国資本の会社
であったことから国土の 10%が外国人の手
に渡ったと言われる。新鉱山法は植民地時
代からの地下資源は国家に帰属するという
考え方を改め私有地化を認めたもので、こ
の法の施行によって米国からの金、銀、銅、
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鉛、亜鉛の投資が盛んになった。1910年時
点でメキシコへの米国の投資は全外国投資
の 38%を占め、その分野は 41%が鉄道、
39%が鉱業・冶金部門、20%が不動産、公的
債権等 (1911 年 )であった (Vázquez & 
Meyer 2001 p.118)。石油は 1860 年代にな
って米国でその商業的価値が見直され、メ
キシコで 1901 年に石油法が制定され、免税
措置が認められて米国、イギリス、フランス
の投資が増加した。1920 年代には一時米国
についで世界第二位の生産国になった。な
おその他米国投資の大きかったのは 20 世
紀初めに始まったチリの銅鉱山であった。  
 

7. オルガルキア政治 

 

ラテンアメリカ経済のモノカルチャー化 

ラテンアメリカ各国は、欧米諸国の農牧
産品や産業用原材料の需要が伸びるにつれ
て、輸出増が経済成長に繋がるとの考えか
ら輸出振興策をとり、外国投資を積極的に
誘致した。しかし欧米とラテンアメリカの
貿易関係が深まるにつれて、輸出品が一つ
か二つの一次産品に特化する専業化現象が
起こった。工業化しようにも国内の諸条件
が整っていなかった。それがモノカルチャ
ー化、別名「周辺国化」現象といわれるもの
で、ラテンアメリカ経済にとって長い目で
みてマイナスの影響をもたらした。という
のもこの一次産品輸出が世界市場の気まぐ
れな需給、価格変動に左右されて社会不安
や交易条件の悪化をもたらし、工業化の助
けにならなかったからである。先進国にと
って、従属地域は先進国経済を補完するた
めに資源と安い労働力を利用するのが目的
であった(ホブズボーム 1993 pp.90-91)。従

属国の工業を発展させて自分たちの首をし
めるようなことはしなかった。 
また輸出産業の興隆は、ラテンアメリカ

を首都と輸出産業の中心地の一部地域に集
中するという飛び地経済にした。それはそ
の国の経済を均衡的に発展させるものでは
なかった。後進地域で伝統的農業や大土地
所有制度、低い生産性、前近代的な社会制度
を温存させたばかりか、全ての地域、国民に
経済発展の恩恵を行き渡らせなかった。 

 

ラテンアメリカのオリガルキア政治 

それではここでラテンアメリカが世界市
場との関係を深める中で生じた政治に対す
る影響に目を転じてみよう。この時代は経
済自由主義思想が優勢となった時代で、ラ
テンアメリカの各国は対外開放政策をとり、
自由に貿易を行い、そこから得た関税収入
や外国からの借款によって国内の電信・電
話、鉄道、港湾などのインフラを整備し、近
代化を進めた。そして政治の安定と経済成
長を実現した。この地域はヨーロッパの文
化圏に入っておりアジア、アフリカ、中近東
のように欧米の強い政治的支配を受けるこ
となく、多くの国で(南米南部とは違い先住
民が多かったアンデス諸国では封建勢力と
妥協しながら)、有産エリート階層が政治を
主導する体制が生まれた。それが 1880 年代
から始まるオリガルキア政治、寡頭支配体
制である。ブラジルの場合は 1889 年に共和
政に移行すると、南部のコーヒー・プランタ
ーの寡頭政治になった。 
イスパノアメリカで起った寡頭政治の成

立プロセスは次のようなものである。ヨー
ロッパで食料、資源ブームが起きると、大き
な政治力を持っていた封建的なカウディリ



23 
 

ョ、教会等に代わり、クリオーリョ層の中か
ら頭角を現した大土地所有者、大牧畜・鉱山
業者、輸出業者、外国人商人等が経済界の中
心になった。彼等はもともと独立後のスペ
イン人が追放される混乱期の中でカウディ
リョと手を結んだり、政治的にうまく立ち
回ることによって国有地の分譲、譲渡、鉄道
の建設費の返済手段として土地を手に入れ
たり、可耕地を未開拓の辺境地方にまで広
げたり、先住民の共有地や教会の土地を手
に入れた者達で、19世紀半ばからの自由主
義の流れの中でコモディティ輸出によって
富を蓄え、土地を拡大した。外国人・企業が
鉱山を買収したり、コーヒー・砂糖農園主な
どになったりすることもあった。彼等はオ
リガルキアと称されるエリート層を形成し、
選挙権を持たない一般国民を排除して(19
世紀半ばでも選挙権を持つのは国民の 2%
ほど[Bértola & Ocampo 2013 p.92])、政治
の中心にのし上がった。このオリガルキア
は、自由主義の推進と外国資本の導入によ
って自国の近代化が可能との信念から、中
央集権的で近代的法体系を整備し、第一次
産品の輸出を伸ばすとともに資本主義経済
の下で外国から投資を積極的に誘致した。
また軍部と教育の近代化、外国移民を積極
的受け入れる政策をとった。 

 

まとめ 

 
19世紀はイスパノアメリカ史上で国のか

たちができる国家形成期にあたる。植民地
時代の王権を頂点とする体制がなくなり、
各国はフランスの啓蒙思想を学んで米国を
例に国づくりを始めた。しかしできた国は
ヨーロッパ流の自由・平等、国民主権、民主

政、法治を尊重するものではなかった。独立
運動で活躍したカウディリョが力で治める
政治であった。それが植民地体制を倒した
ばかりで、未だカトリック教・イベリア文化
が支配的な自由民主主義の精神も育まれて
いない新生国にとって、社会秩序を確立で
きる近道であった。そしてこのカウディリ
ョ政治が 19世紀半ば過ぎまで続く。カウデ
ィリョは憲法を制定し、形ばかりの制限選
挙を実施したものの、実態は専横的で不安
定な政治であった。 

19世紀に世界のヘゲモニーをもっていた
イギリスは、ラテンアメリカに軍事干渉す
ることはあっても「公式帝国」にする気はな
かった。ヨーロッパのキリスト教文明圏に
あって、地理的に広大なこの地域を軍事的
に支配するのはコストがかかり過ぎた。19
世紀後半の帝国主義の時代にヨーロッパの
関心の矛先は主にアジア、中近東、アフリカ
に向けられていた。ラテンアメリカについ
ては、再植民地化されることなく、市場、食
料・原材料の供給地、投資先という自由貿易
地域になった。これがラテンアメリカと他
の地域の大きな違いである。 
この時代はヨーロッパの一次産品の需要

がとてつもなく大きかった。1880 年の世界
の工業生産に占めるヨーロッパの割合は 6
割(服部 2002 p.153)であった。それは 21世
紀の第 1 四半期に起った中国の「爆買い」
の比ではない。この状況を前にラテンアメ
リカのエリート階層はそのニーズに応えよ
うとした。それが近代国家への近道である
と考えた。その結果国際専業化が進み、各国
は資源、食料に特化するモノカルチャー経
済になった。政治的にはヨーロッパ向け輸
出で富を蓄えたオリガルキアが政治の中心
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に座った。彼らは欧米諸国と経済的な自由、
レッセ・フェール体制を維持するという点
で考え方が一致し親和性が強かった。とこ
ろがこのオリガルキア政治は一般大衆のこ
とを斟酌せず、エリート層と一般国民との
格差を拡大させた。 

19世紀半ばに奴隷制度が廃止され労働市
場が自由化されると、1870 年代からアルゼ
ンチン、ウルグアイ、ブラジルなどの南米南

部、メキシコ、キューバでスペイン・イタリ
アからの新移民が流入し、拡大する都市で
労働者になった。すると繁栄から取り残さ
れた一般大衆と輸出の恩恵を受けている階
層との間で乖離が進んだ。それは農・鉱業賃
金労働者や工業プロレタリアートを生み、
ポピュリズム運動を活発化させる。それは
次稿に譲る。 
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